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２０１９年２月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに，日本大使館がとりまとめたものです。 

平成３１年３月８日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

主要ニュース 

【内政】 ●議会で２０１９年度予算が可決された。ヨハニス大統領は，予算が違憲であるとして，憲法裁判所に

違憲審査を請求した。 

●ヨハニス大統領は，ダンチラ首相から新たに提案されたスチウ副首相兼地域開発大臣及び，クク運輸

大臣の任命を承認した。これにより，昨年１１月以来凍結されていた２名の内閣人事が確定した。 

●欧州検察庁の初代長官に立候補しているキョヴェシＤＮＡ前長官が，検察査察局から召喚を受けた。

欧州議会の関連委員会の投票の結果，キョヴェシ氏が最高票数を獲得した。 

●司法関連法に新たな修正を加える緊急政令第７号が発出され，各地で抗議活動が起きた。 

【外政】 ●ロシア国防省が、デヴェセルのイージス・アショア・ミサイル防衛システムを破壊するよう米国に求

めたことについて、ルーマニア外務省はＮＡＴＯのミサイル防衛システムは防衛用のものである旨

の声明を発表した。 

●ヨハニス大統領は、ミュンヘン安全保障会議に出席し、黒海周辺地域のＮＡＴＯの必要性を述べた。 

●ヨハニス大統領は、スロバキアで開催されたブカレストフォーマット「Ｂ９」サミットに出席した。 

【経済】 ●ルーマニアの２０１８年のＧＤＰは対前年比で＋４．１％（季節調整前），＋４．０％（季節調整後）

増加した。 

●公共財務省は，２０１９年１月のルーマニアの財政収支は対ＧＤＰ比で０．０７％の赤字であったと

発表。 

●２０１８年２月１日時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は２５．８３％。  

内政 

■ ２０１９年度予算 

・4 日，２０１９年度予算を巡り，ネゴイツァ・ブカ

レスト第三区長は，ブカレスト選出の議員に対し，予

算に反対票を投じるよう呼びかけた。６日，フィレア

市長は，地方配分予算を巡りドラグネアＰＳＤ党首と

直接交渉を試みたが，失敗に終わった。 

・８日，内閣は２０１９年度国家予算案及び社会保障

予算案を承認した。それによれば，本年９月の年金支

給額引き上げのために，年金予算の１５％増額が予定

されている。この他，保健，教育，運輸，地方予算の

増額が見込まれている。 

・１１日，ドラグネア下院議長は，情報機関予算を削

減し，保健予算，特に子供たちに不足するビタミンＤ

を無料支給するプログラム等のための予算に充てる修

正案を議会保健委員会に提出した。 

・１３日，議会上下合同委員会で予算案の審議が開始

した。 

・１５日，２０１９年度予算が議会で賛成２７５票，

反対１２２票で可決された。政府提案からの変更事項

は，子ども手当と保健予算の引き上げ等。 

・２２日，ヨハニス大統領は，憲法裁判所に対し，２

０１９年度予算の違憲審査を要請した。大統領は，予

算案がＥＵの要請を満たしておらず，地方分権化や補

助金の原則が守られていない，としている。ヨハニス

大統領は，教育，保健，インフラ分野で問題が山積し



ルーマニア月報 
 

- 2 - 

ているとして，ＰＳＤを批判した。 

 

■ ＰＳＤからプロ・ルーマニア党への移籍 

・１日，オアナ・ヴラドゥカ下院議員（ドゥンボビツ

ァ県選出）がＰＳＤを離党し，プロ・ルーマニア党に

移籍した。また，２日，アドリアン・パウ下院議員（テ

ィミシュ県選出）も，同様にＰＳＤからプロ・ルーマ

ニア党に移籍した。 

・１１日，マリアン・ネアクシュ元ＰＳＤ事務局長が

プロ・ルーマニア党に移籍した。ネアクシュ元事務局

長は，昨年１１月にＰＳＤを除名されていた。 

 

■ 内閣人事問題 

・１２日，新地域開発大臣に推薦されたにも関わらず，

ヨハニス大統領から複数回にわたり任命を拒否されて

いたオルグッツァ・ヴァシレスク氏（元労働大臣）は，

地域開発大臣への立候補を取り下げると発表した。ヴ

ァシレスク氏は，ドラグネアＰＳＤ党首との協議の結

果，この結論に至ったとしている。ヴァシレスク氏は，

新運輸大臣に１回，新地域開発大臣に３回推薦された

が，ヨハニス大統領にいずれも任命を拒否されていた。

これに続き１６日，新運輸大臣に推薦されていたミル

チャ・ドラギチ氏も，運輸大臣への立候補を取り下げ

ることを表明した。 

・１９日，ＰＳＤの全国執行委員会（ＣＥＸ）は，ダ

ニエル・スチウ議員を新地域開発大臣に，ラズヴァン・

クク元運輸大臣を新運輸大臣に推薦することを決定し

た。ドラグネアＰＳＤ党首は，ヨハニス大統領がこれ

以上大臣の任命を拒否する場合は，大統領の停職手続

きも辞さないとしていた。 

・２１日，ヨハニス大統領は，ダンチラ首相から新た

に提案されたスチウ副首相兼新地域開発大臣及びクク

新運輸大臣の任命を承認し，２２日には大統領宮殿に

て新大臣の就任式が行われた。これにより，昨年１１

月より事実上凍結されていた地域開発大臣と運輸大臣

の人事が確定した。スチウ新地域開発大臣は，ジャー

ナリスト出身で，ＰＳＤの下院グループリーダーを務

める。クク新運輸大臣は，グリンデアーヌ内閣及びト

ゥドセ内閣で運輸大臣を務めたが，大臣として実績が

出せないことを理由に，トゥドセ首相(当時）により内

閣改造時に解任されている。 

 

■ キョヴェシ前ＤＮＡ長官の欧州検察庁長官への

立候補 

・１５日，欧州検察庁（ＥＰＰＯ）の初代長官に立候

補している，キョヴェシ前国家汚職対策局（ＤＮＡ）

首席検事（長官）は，裁判官・検事を対象とした検察

査察局から，容疑者として召喚を受けた。キョヴェシ

氏を召喚した特別査察局は，昨年の司法関連法改正に

より新設されたもので，副局長のアディナ・フロレア

氏は，法務大臣から新ＤＮＡ長官への推薦を受けてい

るものの，ヨハニス大統領が任命を拒否している。キ

ョヴェシ前ＤＮＡ長官に容疑がかけられている事案は，

汚職事件の被告で現在は逃亡先のセルビアに滞在中の

セバスティアン・ギツァ氏からの告訴によるもの。そ

れによれば，２０１１年，詐欺事件で訴追されたニコ

ラエ・ポパ容疑者を，逃亡先のインドネシアから本国

に送還するための費用の負担を，キョヴェシ氏がギツ

ァ氏に要求したとされる。 

・１４日，ヨハニス大統領は，法の支配の保護と強化

は最大優先事項であり，査察局は裁判官や検察官を萎

縮させる政治の道具とされるべきではない，とのコメ

ントを発表した。 

・１４日，ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）及び自由統

一連携党（ＰＬＵＳ：ダチアン・チョロシュ元首相が

設立した政党）は，ヨハニス大統領に対し，司法にお

ける国民投票の実施を求めた。駐ルーマニア米国大使

館は，キョヴェシ氏の国際社会における活躍を目指す

努力を支持する，とのコメントを発表した。 

・１８日，ティマーマンス欧州委員会副委員長は，キ

ョヴェシ氏を支持する発言をした。 

・１９日，ルーマニア政府がオドベスクＥＵ代表部大

使に，ＥＵ常駐代表会合（ＣＯＲＥＰＥＲ）における

欧州検察局長官候補者の評価でキョヴェシ氏に最低の

評価をつけるように指示したとの報道がされた。その

後，ＣＯＲＥＰＥＲにおける投票ではフランスの候補

者が最高得点を獲得した。 

・２６日，欧州議会予算管理委員会（ＣＯＮＴ）にお
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いて，また２７日，自由・司法・内務委員会（ＬＩＢ

Ｅ）において，ＥＰＰＯ長官候補者のヒアリングが行

われた。両委員会における投票の結果，いずれもキョ

ヴェシ元ＤＮＡ長官が，フランスの Jean-Francois 

Bohnert 候補，独の Andres Ritter 候補を抑えて最高

の票数を獲得した。今後，欧州議会と欧州理事会の協

議により，長官が決定される。 

・２８日，メレシュカーヌ外相は，駐ＥＵ代表部大使

にキョヴェシ氏に低い評価をつけるように指示したの

は自分ではないと述べた。同外相は，内閣の誰がその

ような指示をしたかについては回答を拒否し，本件は

「司法・内務」分野の事項であると述べるにとどまっ

た。 

 

■ 司法関連法修正緊急政令第７号の発出 

・１９日，トアデル法務大臣は記者会見において新た

な緊急政令の発出を発表した。緊急政令は，昨年改正

された司法関連法第３０４／２００４号及び第３１７

／２００４号に，新たな修正を加えるもので，緊急政

令第７号として２月１９日の閣議で承認され，２０日

に官報に掲載された。新たな緊急政令は，高位検察官

（検事総長，ＤＮＡ首席検事，組織犯罪・テロリズム

捜査局（ＤＩＩＣＯＴ）首席検事，及び右副首席検事）

の代行職の任期を４５日までに制限する他，現行では

検察官の中から選出される高位検察官を，裁判官から

も任命できるようにし，また，検察官，裁判官を対象

とした違法行為の捜査をする特別司法査察局を，現在

の検事総局の管轄下から外す等の変更が盛り込まれて

いる。 

・ヨハニス大統領は，緊急政令は司法問題を抱える者

に特別な優遇をしようとするものである，と非難した。

ラザル検事総長は，緊急政令は司法機関の機能停止を

招く恐れがあると述べた。多くの司法関係者は，本件

緊急政令が発出の日まで内容が公開されることなく，

法曹界との議論が行われることなく発出されたと批判

した。野党は，緊急政令が司法の独立を脅かすもので

あるとして一斉に批判し，ＵＳＲは欧州委員会の介入

を求めた。 

・２０日，欧州委員会の報道官は，「ルーマニアの司

法の尊重に関する最近の動きを懸念を持って見守って

いる。最近発出された緊急政令は，欧州委員会の協力・

検証メカニズム（ＣＶＭ）の提言に反するように見受

けられる。欧州委員会は，この変更に関するルーマニ

ア政府の説明を要請する」とのコメントを発出した。 

・２２日，司法関連法改正緊急政令に反対する裁判官，

検察官等の法曹関係者２００名程度が，法務省の前で

抗議活動を行った。また，ＤＩＩＣＯＴの検察官は，

抗議の意を示すために，部分的に局の活動を停止する

と発表した。２５日，ラザル検事総長は，チョルベア・

オンブズマンに対し，緊急政令につき憲法裁判所に違

憲の訴えを起こすことを要請した。 

・２４日，ブカレストのヴィクトリア広場首相府前に

於いて，司法関連法改正緊急政令に反対する抗議活動

が行われ，数千～５千名程度が参加した。右抗議活動

は，昨年８月１０日の大規模抗議集会以来の規模とな

った。同様の抗議活動は，クルージュナポカ，ティミ

ショアラ，シビウでも行われた。 

・２月２２-２３日，ドラグネア社会民主党（ＰＳＤ）

党首とダンチラ首相はマドリッドで開催された欧州社

会党（ＰＥＳ）の大会に出席した。この会合で，ティ

マーマンス欧州委員会筆頭副委員長は，ドラグネアＰ

ＳＤ党首に対し，「ＰＳＤが欧州社会党グループの一

員であり続けるためには，我々の基本的な価値を尊重

しなくてはいけない。」と述べたことを明らかにした。 

・２２日，クリステア駐ルーマニア欧州委員会代表部

代表は，ルーマニアが法の支配というＥＵの価値を侵

害する場合，ＥＵ基本条約第７条が発動される可能性

があることを示唆した。 

 

■ 世論調査 

・ＩＮＳＣＯＰの世論調査結果（ドイツ系 Konrad 

Adenauer 財団の発注により，１月２１日－２月５日，

１０８０人を対象に実施）。 

社会民主党（ＰＳＤ）      ２７．８％ 

国民自由党（ＰＮＬ）      ２６．７％ 

ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）      １０％ 

自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）   ９．２％ 

自由統一連携党（ＰＬＵＳ）      ７％ 
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プロ・ルーマニア（Pro Romania）  ６．６％ 

ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）  ５．１％ 

国民運動党（ＰＭＰ）        ４．４％ 

その他                   ２％ 

・ＣＵＲＳによる世論調査結果（１月２１日－２月６

日，１０６７人を対象に実施）。 

（支持政党：来週日曜日に欧州議会選挙があったらど

の政党に投票しますか？） 

ＰＳＤ      ３２％ 

ＰＮＬ      ２２％ 

ＡＬＤＥ      ９％ 

Pro Romania     ９％ 

ＵＳＲ       ８％ 

ＵＤＭＲ      ５％ 

ＰＭＰ       ５％ 

ＰＬＵＳ      ５％ 

その他       ５％以下 

（大統領候補として支持する政治家） 

ヨハニス大統領      ４１％ 

タリチャーヌＡＬＤＥ党首 ２１％ 

ドラグネアＰＳＤ党首   １７％ 

チョロシュＰＬＵＳ党首   ９％ 

バルナＵＳＲ党首      ４％ 

その他           ８％ 

・Sociopol 社による世論調査結果(１月２８日－２月

４日，１００３名を対象に実施) 

ＰＳＤ        ３３％ 

ＰＮＬ        ２０％ 

ＡＬＤＥ       １１％ 

ＵＳＲ         ９％ 

Pro Romania      ８％ 

ＰＬＵＳ        ６％ 

ＵＤＭＲ        ４％ 

・Kantarによる世論調査結果（欧州議会選挙における

議席獲得予測を，２月に行った世論調査の結果を踏ま

えて算出したもの） 

ＰＳＤ      ２６．５％(１０議席) 

ＰＮＬ           ２３％（８議席） 

Pro Romania     ９．６％（３議席） 

ＵＳＲ        ９．２％（３議席） 

ＡＬＤＥ           ９％（３議席） 

ＰＬＵＳ       ６．８％（２議席） 

ＰＭＰ        ５．６％（２議席） 

ＵＤＭＲ       ５．２％（２議席） 

 

■ その他 

・７日，タリチャーヌＡＬＤＥ党首は，出演したアン

テナ３テレビの番組内で，大統領選への出馬意欲を示

した。 

・２３日，ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）のクレ

メン・フノール党首が，ＵＤＭＲの党大会において党

首に再任された。 

 

外政 

■ 主な要人往来 

・６日、ダンチラ首相は、ブリュッセルを訪問し、欧

州委員会地域会合に出席した。反ＰＳＤメディアから

は、この機会に、ダンチラ首相は、計画中の司法関連

緊急政令についてブリュッセルで広報するつもりだと

報道した。１月末、ティマーマンス欧州委員会副委員

長は、ダンチラ首相に、ルーマニアの緊急政令につい

て非常に心配している旨を述べる書簡を出していた。 

・６日、メレシュカーヌ外相は、ブリュッセルで、シ

ュクリー・エジプト外相と会談し、今後のＥＵ－アラ

ブ諸国サミットについて会談した。その他、イラク、

イエメン、クウェート、パレスチナの外相とそれぞれ

二国間会談を行った。 

・１６－１７日、ヨハニス大統領は、第５５回ミュン

ヘン安全保障会議に、貴賓として出席した。 

・１９日、メレシュカーヌ外相は、イスラエルのガム

リエル社会平等大臣を迎え、三度目の政府間協議の今

年中の開催に向けた共通の強い意思を確認した。 

・２１日、ダン内務大臣は、イスタンブールを訪問し、

トルコのソイル外務大臣と、移民に関する諸問題に関

して協議した。 

・２８日、ヨハニス大統領は、ブカレストフォーマッ

ト「Ｂ９」サミットに出席するため、スロバキアを訪

問した。 
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■ ＥＵ関連 

・１日、ブカレストにて、ＥＵ非公式外務理事会が（１

月３１日から）開催され、ＥＵと東方パートナーシッ

プの繋がりの強化、ＥＵ・中国関係等について協議さ

れた。メレシュカーヌ外相は、ＥＵ非公式外務理事会

後、中国との協力について、実利的な関係に基づいて

進める方向性で結実したと述べた。中国と中・東欧諸

国で行う「１６＋１」会合についても、完全なる透明

性とＥＵの法制度、価値観に則って進めたいと述べた。

また、ルーマニアは、セルビアとモンテネグロのＥＵ

加盟の交渉につき、支持していく姿勢を示した。 

・５日、ダンチラ首相は、ポリティコのインタビュー

の中で、ルーマニアとブルガリアが唯一、年次報告を

通して欧州委員会から反汚職への監視を受けているこ

とに対して、不公平だと述べた。また、反政府デモに

関して、西側欧州諸国におけるデモとの対応の違いに、

「ダブルスタンダード」であると批判した。 

・７日、ダン内務大臣は、ブカレストで開催されたＥ

Ｕ非公式司法内務大臣会合において、欧州加盟国の連

帯性が、立法権あるメカニズムとして一刻も早く置き

換えられなければならず、それが移民問題への解決策

になるだろうと述べた。 

・２０日、欧州委員会は、１９日に発出されたルーマ

ニアの緊急政令に関して、非常に大きな懸念を抱いて

いると発表した。ティマーマンス欧州委員会副委員長

は、緊急政令発出に関してルーマニアから事前に何も

聞かされておらず、中身も知らなかったと述べた。 

 

■ 英国のＥＵ離脱 

・１日、ヨハニス大統領とダンチラ首相は、ハント英

国外相とそれぞれ会談を行った。ヨハニス大統領は、

英国が合意なき離脱に至った場合、英国と他のＥＵ加

盟国の両方に甚大な被害が及ぼされると述べた。ダン

チラ首相との会談では、在英ルーマニア人コミュニテ

ィの貢献が強調された。ハント英外相は、英国は、Ｅ

Ｕ離脱後の自由貿易の促進や新たな関係構築に向けて

決意を固くしていると述べた。 

・１１日、チャンバ欧州問題担当大臣は、英国のＥＵ

離脱につき、いかなる結果にも十分に備える必要があ

る、と国内経済界に呼びかけた。また、同大臣は、「秩

序無き離脱」の結末に直面することもあり得る、と述

べた。 

・１６日、ヨハニス大統領は、３月２９日の英国ＥＵ

離脱の期限が近づいていることに関して、改めて、英

国の秩序ある離脱と交渉された合意の承認へのルーマ

ニアの支持を表明した。また、同期限までに、必ず英

国からの返事を受け取らなければならない、と述べた。 

 

■ 米国関連 

・７日、タリチャーヌ上院議長は、クレム駐ルーマニ

ア米国大使と会談し、政治経済における共通の優先事

項及び、両国間の戦略的パートナーシップにおける実

戦略分野について話し合った。 

・８日、ビルチャル副首相は、ボルトン米国家安全保

障問題担当大統領補佐官と会談し、デヴェセルに配備

された防衛施設に関するロシア防衛省の声明に関して

協議した。 

・２２日、ビルチャル副首相は、ラング欧州議会国際

貿易委員長と会談し、ＥＵと米国の貿易関係等につい

て協議した。 

・２５日、駐ルーマニア米国大使館のシュレーファー

政務参事官は、Digi ２４によるＴＶインタビューの中

で、ロシアがプロパガンダやソーシャルメディア等を

通じてルーマニア社会における分断を生み出そうとし

ていることに、米国としては非常に大きな懸念を抱い

ていると述べた。 

 

■ シェンゲン協定関連 

・７日、ダン内務大臣は、ＥＵ非公式司法内務大臣会

合において、シェンゲン協定は重要な議題であり、移

民問題を考慮しても、プロセス完了に向け、調整を加

速させる必要があると述べた。一方で、アブラモブロ

ス移民，内務，市民権担当欧州委員は，会合に先立ち、

シェンゲン協定に関して、シェンゲン協定は，これま

での最大の実現の一つであり，これを維持，強化し，

自由な移動領域を改善することは我々のつとめである、

と述べた。 

・８日，ＥＵ非公式司法内務大臣会合後、ＥＵ各国の
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内務大臣出席者数名は，ブカレストにある「国境警察

施設（Border Police Operational Centre）」を訪問

した。シェンゲン協定への加盟に関連して，境界にお

いてヒト・モノ・車の移動を厳重に管理するため，常

時監視システムで制御された設備を公開した。ダン内

務大臣は，訪問時，「１万３千４百人の全ルーマニア

国境警察の内，９千人がＥＵの国境の安全保護に専属

で従事している」と述べた。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・１日、ルーマニア外務省は、アメリカのＩＮＦ全廃

条約脱退（２日に表明）への流れの中で、ルーマニア

は、米国とＮＡＴＯの立場を是認し、ロシアは欧州大

西洋安全保障に甚大な脅威をもたらしているとツイッ

ター上で述べた。また、同日、メレシュカーヌ外相は、

ＥＵ非公式外務理事会後、ＥＵ加盟国は核兵器使用の

危機の軽減に向けＩＮＦ全廃条約を支持する考えを述

べた。 

・８日、ロシア国防省は、デヴェセルに配備されたイ

ージス・アショア・ミサイル防衛システムを破壊する

よう米国に求めた。メレシュカーヌ外相は，デヴェセ

ル基地は純粋に防衛用であり，ロシアの言説は危険な

ミサイル開発を正当化するための言い訳に過ぎない，

と述べた。同日、ルーマニア外務省は声明を発表し、

ＮＡＴＯのミサイル防衛システムは，攻撃能力を一切

持たない純粋に防衛用のものであり，欧州大西洋地域

の安全保障のために必須のものである、ＩＮＦ全廃条

約には反しない、と述べた。 

・１３日、チャンバ欧州問題担当大臣は、欧州議会本

会議において、ルーマニアとポーランドのミサイル防

衛システムは、純粋に防衛用の目的であり、このこと

は非常に明確に発信された、と述べた。同日、ＮＡＴ

Ｏ加盟国の防衛大臣は、ブリュッセルで会合を行い、

ロシアの継続的ミサイルシステムの開発と配備に対し

て、懸念を表明した。 

・１６日、ヨハニス大統領は、ミュンヘン安全保障会

議において、黒海周辺地域は、昨今、安全保障環境に

おける課題が益々増大しており、同地域における、よ

り強大なＮＡＴＯの存在が必要である、と述べた。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季節

調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【１２月分統計】 

（１）鉱工業 

 １１月 １２月 

工業生産高  ５．２％ ▲１．０％ 

工業売上高(名目)  ９．３％ ２．９％ 

工業製品物価指数 ４．９％ ４．５％ 

新規工業受注高(名目)  １５．１％ ４．７％ 

工業生産高、工業売上高（名目）及び新規工業受注高（名目）が減

速。 

 

（２）販売 

 １１月 １２月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
６．０％ ２．７％ 

自動車・バイク売上高 ７．３％ ３．５％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．１％ 

EU２８か国 

２．１％ 

ユーロ圏 

０．８％ 

EU２８か国 

１．２％ 

小売業売上高（自動車・バイクを除く）及び自動車・バイク売上高が

減速。 

 

なお，１２月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年

同月比では，スロベニア(１１．２％)が最も増加し，次いで

アイルランド（＋７．５％）及びポーランド（＋４．９％）。 

 

（３）その他 

建設工事 １１月 １２月 

▲４．６％ ▲８．２％ 

建設工事が減速。 

 

（４）輸出入 

輸 １１月 １２月 
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出 €５９億４,１４０万 

(２．７％) 

€４６億４００万 

(２．４％) 

RON２７６億９,０５０万 

(３．６％） 

RON２１４億３,６１０万 

(２．８％） 

輸

入 

€７５億９１０万 

（８．７％） 

€６３億１,９９０万 

（３．５％） 

RON３４９億９,６００万 

(９．６％） 

RON２９４億２,５２０万 

(３．９％） 

  

【１月～１２月分統計】 

（１） 鉱工業 

 １１月 １２月 

工業生産高  ５．６％ － 

工業売上高(名目)  １２．６％ １１．８％ 

新規工業受注高(名目)  １６．８％ １５．８％ 

 

（２）販売 

 １１月 １２月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
６．０％ ５．７％ 

自動車・バイク売上高 ７．５％ － 

 

（３）その他 

建設工事  １１月 １２月 

▲２．６％ － 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１１月 １２月 

€６３１億３,３５０万 

(８．６％) 

€６７７億３,２４０万 

(８．１％) 

RON２,９３７億９, ４００万 

(１０．８％） 

RON３,１５２億６４０万 

(１０．２％) 

輸

入 

€７６５億４,６００万 

（１０．１％） 

€８２８億６,５３０万 

（９．６％） 

RON３,５６２億９４０万 

(１２．３％） 

RON３,８５６億３,２１０万 

(１１．６％） 

貿

易
▲€１３４億１,２５０万 

▲€１５１億３,２９０万 

 

収

支 

▲RON６２４億１,５４０万 

 

▲RON７０４億２,５７０万 

 

 

 【１月分統計】 

・消費者物価指数  

 １２月 １月 

全体 ３．２７％ ３．３２％ 

食料品価格 ３．１０％ ３．７７％ 

非食料品価格 ３．７５％ ３．２９％ 

サービス価格 ２．４４％ ２．７１％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．５％ 

EU２８か国 

１．６％ 

ユーロ圏 

１．４％ 

EU２８か国 

１．５％ 

１月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同月比で

は，ギリシャ（０．５％）、クロアチア及びポルトガル(０．

６％)が最も低い。 

 

【その他統計】 

・１４日，ルーマニアの２０１８年のＧＤＰ は対前年比で

＋４．１％（季節調整前），＋４．０％（季節調整後）増加し

た。 (ＩＮＳ) 

 

■産業界の動向 

・１日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）によると，

２０１９年１月におけるフランスでのダチア新規登録台数

は９，３５０台になり，対前年同月比で５．４％減少した。

フランスでのダチアのマーケット・シェアは６．０３％であ

り，前年同月の６．３０％から０．２７％増加した。１月にフ

ランスの自動車市場全体は１．１％減少した。（ＣＣＦＡ） 

・５日，イギリス自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）によると，

２０１９年１月の英国におけるダチア新規登録台数は２，

４７５台になり，前年同月の２，１２１台と比較して１６．６

９％増加した。２０１９年１月の英国におけるダチアのマ

ーケット・シェアは１．５４％であり，前年１月の１．３０％

から０．２４％増加した。（ＳＭＭＴ） 

・８日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（ＤＲＰＣＩ

Ｖ）によると，２０１９年１月の新車登録台数は１８，１１１

台に達し，対前年同月比で＋１５．５６％増加した。また，
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２０１８年１２月の新車登録台数は１２，５９２台に達し，対

２０１７年１２月比で１２．０５％増加した（ＤＲＰＣＩＶ） 

・１５日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると，１月にお

けるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台数は４３，７

８４台となり，対前年同月比で１２．４％増加した。（ＡＣＥ

Ａ） 

・２５日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰＩＡ)

によると，２０１９年１月末の車両販売台数は１１，０１４台

で，対前年同期比で２１．６％増加した。１月のメーカー

別自動車販売は１位がダチア(２，４４０台，市場シェア：２

７．６％，対前年同月比で＋４２．３％)で，次いで Ford 

（９２６台，市場シェア：１０．５％，対前年同月比で＋６６．

３％)で，Volkswagen(８８０台，市場シェア：１０．０％，対

前年同月比で＋７．３％)，Skoda(７７７台，市場シェア：８．

８％，対前年同月比で＋２．０％)，Renault（５５９台，市場

シェア：６．３％，対前年同月比で＋３３．１％)。（ＡＰＩＡ） 

 

■公共政策 

・欧州基金省は，２０１８年２月１日の時点でのルーマニ

アの欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は２５．８３％と

発表。(欧州基金省) 

・１４日、ルーマニア議会は，３月１日から実施される予

定の２～１８歳の子供手当を月額８４レイ（約１８ユーロ）

から同１５０レイ（約３２ユーロ）に引き上げるとの予算案

の修正を承認した。（ズィアルル・フィナンチアル紙） 

 

■財政政策 

・２６日，公共財務省は，２０１８年１月末のルーマニアの

財政収支は約７億１，７００万レイ，対ＧＤＰ比で０．０７％

の赤字であったと発表。２０１８年１月末の財政収支は約

１９億７，９００万レイ，対ＧＤＰ比で０．２１％の赤字であ

った。(公共財務省) 

 

■金融等 

・１日，１月末の外貨準備高は３１９億２，２００万ユーロ

（１２月末の３３０億６，５００万ユーロから減少），金準備

高は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・７日，ＢＮＲは，政策金利を年率２．５０％で据え置くこと

を決定。中銀貸出金利は３．５０％で，中銀預入金利は１．

５０％で据え置くことを決定。 

・１３日，２０１８年１２月末の経常収支等について次のと

おり発表。 

（１） 経常収支は９４億１，６００万ユーロの赤字。なお，２

０１７年１２月末には５９億７，０００万ユーロの赤字であ

った。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，４９億３，６００万ユーロ。

なお前年末には４７億９，７００万ユーロであった。 

（３）中長期対外債務は，２０１７年末から１．９％減少し，

６７２億１，９００万ユーロ (対外債務全体の６８．３％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１７年末から８．４％増加して，

３１２億５，７００万ユーロ (対外債務全体の３１．７％) 。

(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・６日，ルーマニア従業員の４人に１人（または 140 万人

以上の人々）が、月給１，２６３レイ（約２６６ユーロ）の最

低賃金レベルで雇用されている。（ズィアルル・フィナン

チアル紙） 

・１１日，２０１８年１２月の平均給与(グロス)は，４，９３８

レイ(約１，０４２ユーロ)で，対前月比で６．０％増加し，平

均給与(手取り) は２，９５７レイ (約６２４ユーロ) で，対

前月比で５．９％増加した。なお，平均給与(手取り)が最

も高かった業種は，プログラミング，コンサルティング及

び関連活動分野(６，８８８レイ，約１，４５３ユーロ)で，反

対に最も低かったのは宿泊・飲食業(１，６５７レイ，約３５

０ユーロ)。 (為替レートは１ユーロ＝４．７４レイ)(ＩＮＳ) 

・２５日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，２０１１年１月の失業

率は１２月から０．０１％増加し，３．３２％となったと発表

した。（ＡＮＯＦＭ） 

 

■格付（２０１９年３月８日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 



ルーマニア月報 
 

- 9 - 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・１日、ビルチャル副首相は、野田駐ルーマニア日本

大使との会談で、日本とルーマニア間の戦略的関係へ

の発展、強化への支持を表明した。また、ＥＵ議長国

として、日ＥＵ関係貢献への意思も明示した。 

 


